
下関市展示見本市等出展支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の中小企業者等が製造・加工、企画・開発した製品

又はサービス（以下「製品等」という。）について、円滑な販路拡大を支援し、

もって産業振興の推進及び本市経済の活性化に寄与するために、展示見本市等

出展支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を

定めるものとする。 

 

（交付の対象）  

第２条 この要綱における補助金の交付の対象者（以下「補助対象者」という。）

は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１ 

項に定める中小企業者をいう。）のうち、市内に本社を有し、市税の滞納 

がないもの 

（２）市内産業の振興を目的として設立された組合、団体等で次のアからエま 

でに掲げる要件を満たすもの（以下「組合等」という。） 

ア 市内に主たる事務所を有していること。 

イ 市税の滞納がないこと。 

ウ 規則又は会則を有し、代表者を置いていること。 

エ 継続的に活動を行っていること。 

 

（補助事業）  

第３条 この要綱における補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」と

いう。）は、補助対象者の製品等を、県外及び国外において、不特定多数の者

に周知させるための展示会、見本市、商談会その他これらに類する催事（以

下「展示見本市等」という。）に出展する事業（ただし、前条第１号に該当す

る者（以下「中小事業者」という。）が、展示見本市等において販売活動を行

う場合を除く。）とする。 

 

（補助対象経費）  

第４条 この要綱における補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」

という。）は、展示見本市等への出展の際に必要となる小間料及び参加料（国

外での展示見本市等へ出展する場合にあっては、小間料、旅費、小間装飾料、

運搬費、ＰＣＲ検査（検体から直接病原体の遺伝子を検出するＰＣＲ法によ

り調べる検査をいう。以下同じ。）費用、陰性証明書（ＰＣＲ検査等の検査結

果の陰性を証明するものをいう。）取得費用及びビジネス渡航に必要な各国が



求める健康証明書関係書類取得費用）（以下「小間料等」と総称する。）とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、組合等が展示見本市等で販売活動を行う場合は、

小間料等の額から当該販売活動により得られた収益の額（以下「収益の額」

という。）を減じた額を補助対象経費とする。この場合において、収益の額

が小間料等の額を超えるときは、組合等に補助金を交付しないものとする。 

 

（補助金の額）  

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる展示見本市等の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

（１）国内で開催される展示見本市等 補助対象経費の額の２分の１    

（１，０００円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）又は５万円の

いずれか低い額以内とする。 

（２）国外で開催される展示見本市等 補助対象経費の額の２分の１    

（１，０００円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）又は１０万円

のいずれか低い額以内とする。 

２ 補助対象者に対する同一年度内における補助金の交付回数は、１回限りと

する。 

 

（交付の申請） 

第６条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、次の各号の区

分に従い、当該各号に定める期日までに補助金交付申請書（様式第１号。以下

「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

（１）補助事業を４月から翌年の２月までに実施した者（補助事業を実施した

年度（以下「実施年度」という。）の２月末までに補助対象経費の支出を完了

した者に限る。） 実施年度の２月末 

（２）補助事業を４月から翌年の２月までに実施した者で実施年度の２月末ま

でに補助対象経費の支出を完了しなかったもの（実施年度の翌年度の２月末ま

でに補助対象経費の支出を完了した者に限る。）又は補助事業を３月に実施し

た者（実施年度の翌年度の２月末までに補助対象経費の支出を完了した者に限

る。） 実施年度の翌年度の２月末 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）目的及び内容がわかる書類 

（２）出展する製品等又は出展した製品等に関する書類 

（３）市税を滞納していないことがわかる書類 

（４）補助対象経費の金額を証する書類の写し 



（５）その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定により申請書の提出を受けた場合において、その

内容を審査し、適当であると認めるときは、予算の範囲内において補助金の交

付を決定するものとする。 

 

（交付の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定する場合において、当該補助金の交付の

目的を達成するため必要があると認めるときは、補助金の交付の決定に条件を

付することができる。 

 

（決定の通知） 

第９条 市長は、第７条の規定により補助金の交付を決定したときは、その決

定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を補助金交付決定通知書

（様式第２号）により、当該補助対象者に通知するものとする。 

２ 市長は、第７条の規定による審査により、補助金の交付が適当でないと認

めるときは、その理由を付した書面により補助金を交付しない旨を補助金の交

付申請者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 補助対象者は、前条第１項の規定による通知を受けた後に補助金の

交付を辞退しようとするときは、補助金交付辞退届（様式第３号）により当該

補助金の交付の申請を取り下げなければならない。 

２ 前項の規定により申請が取り下げられたときは、当該申請に係る補助金の

交付の決定はなかったものとみなす。 

 

（実績報告） 

第１１条 第９条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補

助金交付決定者」という。）は、当該交付決定があった月の翌月の１０日まで

に、補助事業実績報告書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の補助事業実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、市長は、補助事業の性質上特に認める場合は、これに添付すべき

書類の添付を省略させることができる。 

（１）補助対象経費に係る支払を証する書類の写し 

（２）展示見本市等への出展状況を示す写真 



（３）その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定により補助事業実績報告書の提出を受けた場合

において、その内容を審査し、適当であると認めるときは、交付すべき補助

金の額を確定し、補助金額確定通知書（様式第５号）により当該補助金交付

決定者に通知するものとする。 

 

（是正のための措置） 

第１３条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補

助事業について、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助金交

付決定者に対して指示することができる。 

２ 第１１条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助事業について

準用する。 

 

（補助金の請求） 

第１４条 第１２条の規定による通知を受けた補助金交付決定者は、速やかに

補助金請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第１５条 市長は、前条の規定により請求書の提出を受けた場合において、こ

れを審査し、適当であると認めるときは、補助金交付決定者に当該請求額を交

付するものとする。 

 

（関係書類の整備等） 

第１６条 補助金交付決定者は、補助事業の施行及び経費の収支に関する帳簿

その他関係書類を整備し、当該補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年

度の初日から起算して５年間これを保管しなければならない。 

 

（決定の取消し及び補助金の返還） 

第１７条 市長は、補助金交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は



市長の指示に従わなかったとき。 

（４）下関市暴力団排除条例（平成２３年条例第４２号）に抵触したとき 

（５）その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期限を定め

てその返還を命ずるものとする。 

３ 前２項の規定は、第１２条の規定による補助金の確定があった後において

も適用する。 

 

（検査等） 

第１８条 市長は、必要があると認めるときは、補助金交付決定者に対し質問

をし、報告を求め、若しくは補助事業の施行に関し必要な指示をし、又は帳簿

その他関係書類を検査することができる。 

 

（その他） 

第１９条 この要綱の運用に関し必要な事項は、その都度市長が指示する。 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和５

年度以前の予算に係る補助金（当該年度の予算で翌年度に繰り越したものに係

る補助金を含む。）については、この要綱は、同日後もなおその効力を有する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年９月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式第１号、様式第３号、

様式第４号及び様式第６号による用紙で、現に残存するものは、なお使用す

ることができる。 

 


